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(1) I構造的支配」の存在形態

① 社会システムの因果的作用と生産

関係

② 商品関係の全面化と必要条件とし
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③ 「タイプ化された権力j概念の導

入;権力の重層的決定関係

(4) 構造的支配一権力パラダイムにおけ

る「所有と支配」
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はじめに

1 Critical Realismとはイ可か

1.存在論的前提;存在に関する三層領域

(1) 経験的実在論 (EmpiricalRealism) ， 

存在に関するこ層領域論

(2) 超越論的実在論 (Transcendental

Realism) ，存在に関する三層領域論

(3) 構造・力・メカニズム・傾向

2.超越論的実在論の社会科学への適用

(1) 経験的実在論に依拠した社会理論

① 下方還元モデル

② 上方還元モデル

③ 中間還元モデル

(2) 超越論的実在論に依拠した社会理論;

Critical Realism 

① 社会構造とその作用形態

② 人間主体とその作用形態

③ TMSAモデル

(以上まで前号)

E 構造的支配権力パラダイムの優位性

1.既存パラダイムの方法論的立場

(1) 法パラダイムにおける「所有と支配」

(2) 組織パラダイムにおける「所有と支配」

(以上本号)
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E 構造的支配一権力パラダイムの優位性

本章では，前章で概説した ERとCRとの

関係を利用しつつ，それらが企業支配論におけ

る既存パラダイムと構造的支配-権力パラダイ

ムの方法論的立場とどういう相関性を持つのか

ということについて吟味したいと思う。

1.既存パラダイムの方法論的立場

従来の企業支配論は「所有と支配」と表現さ

れるように， I所有事象」と「支配事象」との
事象的連動性を議論するものであった。本節で

は，まず，各パラダイムが「所有事象」によっ

てどのような内容を意味させ， I支配事象」を

説明しているのかを概説する。そして次に，二

つの既存パラダイムの分析力と限界点を指摘し，

最後に，限界点が発生する原因と既存パラダイ

ムが依拠している方法論的立場との相関性を指

摘する。

(1) 法パラダイム1)における「所有と支配J
法パラダイムにおける「所有事象」とは「法

律的所有権(その派生形態である株式所有権)J

を意味し， I所有権」に「支配」の理論的根拠

を置いていた。近代的な意味でいう「所有権」

概念をそのまま受け入れているわけであるから，

常識的な立場だと言えるだろう。

説明論理としては， I株式が分散化すると，

「支配力 (Power)Jの付随する対象がなくなり，
経営者に移動する」となる。また，何らかの条

件によって，所有権に一定の凝集性が回復する

1) 既存パラダイムの分類基準は「支配事象を説明

するときの論理Jと設定している。したがって，
パーリニミーンズを晴矢とする，いわゆる経営者

支配肯定論者(ラーナー・プランパーグなど)だ

けでなく，経営者支配否定論者(=所有者支配)

であるパーロ・パーチ・フィッチ=オッベンハイ

マー・コッツ・スコット・ミンツ=シュワルツな

ども， I所有事象」としての「法律的所有権jを
根拠にしていることにかわりはないわけであるか

ら，法パラダイムに分類される。その他の論者の

分類は拙稿『企業支配論の新展開(1).]龍谷大学経

営学論集第43巻第3/4号， 2004年， 16-18頁を参照

してほしい。

と， I所有権者が支配力を回復する」ようにな

る。いずれにせよ， I所有事象J=I所有権」で
あることにはかわりはないわけであるから，当

該企業の法律的所有権(その派生形態としての

株式所有権)の存在形態に応じて，付随する

「支配事象」の形態が変動すると考えるわけで

ある。

以上のことより，法パラダイムにおいては，

「所有権という事象jと「支配という事象」と

の規則的連動性が前提化されている。

(2) 組織パラダイム2)における「所有と支配J
組織パラダイムにおける「所有事象」とは，

法律的所有権ではなく， I実質的所有J=I排他
的占有」を意味し，経営体ないしそこに内在す

る組織体の「戦略的地位」に「支配」の理論的

根拠を置いていた。

説明論理としては，経営体の大規模化と複雑

化を背景に， I戦略的地位を排他的に占有する

主体が支配者になる」と考えるのである。「所

有事象J=I戦略的地位の排他的占有jであるか
ら，当該企業の「戦略的地位」の存在形態に応

じて，付随する「支配事象」の形態が変動する

と考えるわけである。

以上のことより，組織パラダイムにおいては，

「戦略的地位という事象」と「支配という事象」

との規則的連動性が前提化されているわけで

ある。

(3) 既存パラダイムの分析力と限界点

上記で見たとおり，従来の企業支配論では，

「株式の分散」と「経営構造の量的・質的複雑

さ」という事象が重要な論点となっていること

がわかる。すなわち，大規模化した公開株式会

社を前提に議論をするわけであるが，現実には

様々な規模・形態の企業が存在する。そこで，

2) 代表的論者としてはパーナム・ゴードン・ガル

プレイスなどが挙げられるが，このパラダイムに

属する最も精鍛かつ洗練された論理を提示してい

るのはハーマンだろう。 EdwardHerman， Coゆ0-

rate control， corjうorate1うoτveηCambridgeUniversi-

t¥" Press， 1981において「制約された経営者支
iE~ を提示している。
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4つの類型の企業を想定してみる。

①類型1;小規模個人企業段階の企業(株式会

社化以前3)) 

この類型は，所有経営者である「個人資本

家」が存在する段階の企業である。従来の企業

支配論においては自明であると考えられており，

「所有と支配」など問題にならないと考えられ

ている。法パラダイムでは，所有経営者の所有

権者という側面を根拠に，所有権者としての資

本家が支配力を行使すると想定するし，組織パ

ラダイムでは，所有経営者の経営者的側面を根

拠に，戦略的地位の占有者としての資本家が支

配力を行使すると想定することになる。

②類型II;株式が集中している段階の企業(大

株主の存在)

この類型は，株式会社化しているが，分散化

しておらず大株主が存在する段階の企業である。

法パラダイムでは多くの株式を持つ大株主が株

主総会を通じて取締役の選任権を確保している

と想定するし，組織パラダイムでは戦略的地位

の占有者としての経営者4)が支配力を行使する

と想定することになる。

③類型m;株式が分散化した段階の企業(人格
的主体の消滅)

この類型は，株式会社化した上で，株式が分

散化してしまい，ある特定の属人的株主が消滅

してしまっているような段階の企業である。法

パラダイムでは，株式所有権者の属人性が消失

することで，行き場のなくなった「支配力」を

経営者が握るというわけである。株式の分散が

起きるということは，資金調達額が巨額になり，

経営構造が量的にしも質的にも複雑化すること

を意味するわけであるから，組織パラダイムに

とっても重要な論点であり 複雑化した経営構

3) 当然，合名会社・合資会社・有限会社も株式会

社以前の会社形態であるが議論を単純化するた

めにここでは無視することとする。

4) 大株主であることも専門経営者であることも両

方考えられうるが，組織パラダイムの場合，その

ような所有権に関する事象ではなく，戦略的地位

に力点を置いている。したがって，単に「経営

者」と表現することにする。

造における戦略的地位の占有者である経営者が

支配力を行使すると想定されることになる。

④類型町;株式が再集中した段階の企業(大株

主としての機関株主/法人株主の存

在)

戦後において顕著になる傾向として，株式の

金融機関への集中化5)や敵対的買収を阻止する

ことを意図した相互持合6)が挙げられる。法パ

ラダイムの観点からすれば，このような株主の

機関化 or法人化現象は株式の再集中化を意味

する。これは金融(機関)支配論や法人資本主

義論や組織社会論とそれに伴う経営者支配論が

出てくる根拠となる事象である。他方，組織パ

ラダイムにおいては，複雑化した経営構造にお

ける戦略的地位の占有者である専門経営者が支

配力を行使すると想定される。

最後に，これまでの類型をまとめておくと，

以下のようになるだろう。

第1表

法パラダイム 組織パラダイム

類型I
法律的所有権者と 戦略的地位占有者
しての資本家 としての資本家

類型E
株式所有権者とし 戦略的地位占有者
ての大株主 としての経営者

類型E
株式所有権者不在 戦略的地位占有者
による経営者 としての経営者

株式所有権者とし 戦略的地位占有者
類型W ての機関ないし法 としての経営者

人7)

5) いわゆる「株式の機関化現象」である。

6) 戦後日本における資本の自由化に伴って，この

現象はいっそう顕著になったことは周知の事実で

ある。いわゆる「法人化現象」である。

7) 株式所有権を独立変数にすることによる不具合

がここで象徴的に出てくる。つまり，事象として，

機関 or法人が株式所有権者となる現実が生まれ

るわけだが，では，機関 or法人の「支配者」は

誰なのかという議論が出てこざるを得ないわけで

ある。この論理の延長線上にあるのが，いわゆる

「社長会jの議論となる。すなわち，機関 or法人

に大株主がいればその主体が支配者になるし，も

しいなければ，株主不在ということで(類型国ノ
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また，拙稿8)で指摘した通り，両パラダイム

には様々な限界点を指摘できた。そこで，法パ

ラダイムにおいて，所有権者が保有している権

力が多くの主体に「委譲Jされると拡大解釈し
てみたり，組織パラダイムにおいて，意思決定

概念を戦略的なことだけに限定しないことで，

企業内の様々な管理階層や他企業，消費者等ま

で含めて拡大解釈してみれば，限界点はそれな

りに解消できた。

しかし，両パラダイムに共通する決定的な限

界点として，次のようなことがあった。すなわ

ち， Iなぜ，どういう根拠で当該の主体が(当
該タイプの)権力を行使できるのか」というこ

とが説明できないわけである。そして，その限

界点を生み出す原因に大きく関連しているのが，

既存パラダイムが意識的にしろ無意識的にしろ

依拠している存在論的前提なのである。

(4) 既存パラダイムの方法論的立場

これまでの叙述と第1表を見てもらえばわか

るとおり，法パラダイムであれば「所有権とい

う事象(A)Jと「支配という事象(B)Jとの規
則的な連動性を，組織パラダイムでは「戦略的

地位という事象 (A')Jと「支配という事象
(B') Jとの規則的な連動性を前提にしてい
る。すなわち， I事象 Aが起きれば，必ず事象
Bが起きるj という説明様式を採用してお

り，前稿において指摘した，典型的な ER

(Empirical Realism)の立場がここに表出して

いると考えることができる。

したがって， ERと同様の問題点が出てくる。

具体的に言えば，既存パラダイムも事象間の規

則的連動性を議論するわけだが，筆者が行った

事例研究9)でも明らかになったように，そのよ

¥が応用される)，機関 or法人の経営者ということ

に論理的になるわけである。

8) 拙稿「企業支配論の新展開(2)Jr龍谷大学経営
学論集』第44巻 1号， 2004年， 67-68頁で詳説さ

れている。参照してほしい。

9) 拙著『企業における支配権力の重層的決定関

係』関西学院大学出版会， 2002の第 2部・第 3

部・第4部で，詳細な事例研究を行っている。参

照してほしい。

うな連動性があるときもあればないときもあり，

とても「恒常的規則性Jと呼べるものではな
かったのである。

また，たとえ事象聞の連動性が一時的にせよ

規則的であった場合でも，これも ERと同様，

既存パラダイムは，存在論的前提として，実在

的領域が想定されていない。したがって， Iな

ぜ，その連動性が起きているのかJIその連動
の背後で作動しているメカニズ、ムは何かJと

いった問題自体，問われることがないわけであ

る。まさにこの間いこそが，先ほど述べた両者

に共通する決定的に重要な限界点なのである。

2.構造的支配ー権力パラダイムの方法論的立場

では，構造的支配-権力パラダイムはどのよ

うな方法論的立場に依拠していると言えるのだ

ろうか。一連の拙稿の論理展開の方法を見ても

らえばわかるが，既存パラダイムの良質な点と

限界点の両方を析出させ，前者を保存しつつ，

後者を乗り越えるための枠組みとして，構造的

支配-権力パラダイムは考え出されたもので

あったD しかし，直接的に方法論を意識しなが

ら，説明がなされたわけではない(また，その

必要もない)。そこで，第 2節では， CRとい

う方法論を意識しつつ，構造的支配権力パラ

ダイムをより精綴に説明したいと思う。

(1) I構造的支配」の存在形態
①社会システムの因果的作用と生産関係

前稿で述べた通り， CRにおいての「社会構

造」は一つだけを想定しているわけではない。

多くの社会構造の総称である。すなわち，様々

な社会構造の「潜在的な力」と人間主体の「潜

在的な力」との結合によって形態変化した「作

用する力」の重層的絡み合いで，さらに「現実

化した力」に形態変化するのであった。

では，どの「社会構造」も単に並列している

だけなのだろうか。もしそうだとすれば，各社

会構造の「潜在的な力」は同等に人間主体に作

用するだけとなるし，そもそも「各社会構造が

保有する潜在的な力の特質」を規定できないこ

とになるョこの「特質」を規定するためには，



16 経営学論集 Vol. 44 No.4 

「各社会構造をそれ自体独自なものにしている

社会関係が一体何であるのか」という議論をす

る必要性がある。

前稿で説明した CRにおいて， I時間的契

機」が重視されてはいるものの，直接の研究対

象が方法論であることも影響して，各社会構造

が持つ「歴史的特質Jに関する議論はほとんど
出てこなかった10)。先ほど述べたように，この

「歴史的特質Jを考察するには， I各社会構造と
人間主体とが総体として形成している社会シス

テム」の因果的な作用(潜在的なカ)を考慮し

なければならない。人類学等の研究成果からい

えることは，社会システムにおける各「社会構

造」の因果的作用を作動させる関係こそが「生

産関係」なのである。なお，ここでいう「生産

関係Jとは「自らの経営諸資源を，他者に対し
て排他的に管理することを可能にさせるような

関係の総体」と考えており，より具体的にはll)，

1) 生産資源と生産条件とのコントロールに

立ち入る社会形態を規定すること

2) 社会的労働過程の展開を組織化し，この

過程に社会成員を配置すること

3) 個人的・集団的労働生産物の流通と分配

の社会形態を規定すること

を指している。

構造的支配-権力パラダイムにおける「構造

的支配jとは，ここまで話してきた「歴史的特

質JI社会システムの因果的作用」のことを指
していることがわかるだろう。すなわち，構造

的支配 権力パラダイムでは，まず，経済人

類学(特にフランス系)等の成果を考慮する

10) CRの議論は方法論を直接的に対象としている

のであり， I歴史的特質」の議論が出てくる必要
もなければ，出てくるはずもない。「特質」の議

論は，より具体的な研究対象に合わせて，各「社

会構造」が持つ特殊性を作動させる「関係Jを，
各研究者が個別に設定する問題だといえる。

11) モーリス・ゴドリエ(山内頑訳)r観念と物質
:思考・経済・社会』法政大学出版局， 1986年，

22頁から引用した。また同「生産様式・親族関

係・人口構造J(山崎カヲル編『マルクス主義と
経済人類学』柘植書房， 1980年所収)185頁も参

照した。

ことで，人類史における社会システムは即時

収益システム (IRS)12)と遅延収益システム

(LRS) l3)とに類型化され，システムの形態差

として， LRSでは構成員間に権力格差が生じ

ていることを認めていた。そして， I事象レベ
ルで生じる権力格差」を社会システムにおいて

生じさせた規定的要因は，リトロダクションを

イ吏って分析すると，二つの社会システムにおけ

る「生産諸関係総体の形態差J14)にあったと考

えたわけである。

こうして， I生産関係」がどういう「社会関
係」と結び、っき，そのことで「生産諸関係の総

体Jが，全体としてどのような因果的作用(潜
在的な力)を社会システムの特性として作動さ

せるのかということを考慮すれば，各社会構造

が保有する「歴史的特質」を明確にできるわけ

である。すなわち， I構造的支配jというのは，
構造的支配を構成する各「社会構造」に特殊な

「潜在的な力Jを保持させるような生産諸関係
の総体を表現しているのである。

以上のことから，構造的支配権力パラダイ

ムにおける「権力分析jは，既存パラダイムの

ようにいきなり「事象的領域における権力」の

絡み合いを説明するのではなく， I実在的領域

12) 大地に労働を投下して直接的に自然物を獲得し，

即時に消費することで経済的循環運動を行うシス

テムと定義され，時間的には人類史の99.9%を占

めている。 James Woodburn“African H unter-

Gatherer Social Organization" in History， Evolu-

tionαnd Social change， edited by Tim lngold， 

David Riches， J ames Woodburn， St. Martin's 

Press， 1988， p. 32.を参照。具体的にはハドザ社

会・ムブティピグミー・クン族などが想定される。

13) 人類史の残りの0.1%を占めるシステムであり，

一般的には，自然に労働を投下した上で獲得した

社会的剰余の一部分を蓄積し，次期以降に再投下

することで経済的循環運動を行うシステムと定義

される。このシステムでは土地はすでに労働手段

になっている。クロード・メイヤスー(川田)11買

造・原口武彦訳)r家族制共同体の理論:経済人類
学の課題』筑摩書房， 1977年， 72-77頁や James

Woodburn， ibid.， pp. 32-33を参照せよ。
14) 拙稿，前掲論文(2)73-76頁で詳説しているので，

参照してほしい。
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における構造的支配(社会システムの因果的作

用)Jを存在論的に設定し，その「潜在的な力」

も必要条件として理論化されるのである。そし

て，生産関係(因果的作用)を必要条件として

利用する人間主体が，自らの持つ「潜在的な

力」と具体的に結合し，潜在的な力の形態変化

した「作用する力jの重層的絡み合いのメカニ

ズム15)を明らかにすることができるのである。

②商品関係の全面化と必要条件としての資本

蓄積

前項までの議論では，人類史という時間的設

定をした上で，二つの社会システムの再生産形

態を比較分析し，その形態差を生み出す規定要

因である「生産関係」を指摘したに過ぎない。

つまり，このままでは遅延収益システムが持つ

因果的作用分析でしかないわけである。現代に

おける社会システムも遅延収益システムのー形

態であることには変わりないが，どういう「特

殊な性質」を持っているのだろうか。現代にお

ける特殊な社会システム内で起きる権力の重層

的絡み合いのメカニズムはどのようなものだろ

うか。このことを吟味するには，先ほど指摘し

た「生産諸関係」の具体的な形態を分析しなけ

ればならない。そこで 現代における社会シス

テムにおいて， I生産関係jを具体的に担う
「社会関係」を考えてみることにする。

まず， 1)についてであるが，現代社会システ

ムにおける「生産資源と生産条件Jは，労働手
段にしろ労働対象にしろいずれも「商品」とし

て存在し，それを「コントロールJするには，
「商品関係」を利用せざるを得ない。すなわち，

経営資源を獲得するには「商品関係」を必要条

件にせざるを得ないわけである。

次に， 2)についてであるが，現代の社会シス

15) ここでは「結合する」とだけ表現しているが，

前稿での議論をふまえて，両者の結合形態を言う

と，生産関係 (CRでいう「社会構造J)が持つ

「潜在的な力」は「物質因」であり，構成員

(CRでいう「人間主体J) の「潜在的な力」は

「動力因」として「結合」し， I作用する力」へ形
態変化するわけである。

テムにおいて「社会的労働過程の展開と組織

化」をするには， I労働手段・労働力・労働対
象」いずれも商品化していることから， I商品

関係Jを通じて獲得し 「組織化」しなければ
ならない。

さらに， 3)であるが，現代社会システムにお

ける「個人的・集団的労働生産物」は， I商品」

として， I商品関係」を通じて「流通・分配J
される形態をとる。すべての企業は，生産物を

「販売」するために生産しているのであり， I生
産」することは手段となっている。

そして最後に，経営資源としての「生産資

源JI生産条件JI労働力」を「商品関係」を通
じて獲得するということは，それらが売買の対

象となっているということであり， I貨幣」を
通じて購入できるという条件を前提にしている。

そして，その貨幣も「商品関係jを通じて獲得

される。

以上のことより，現代における社会システム

において，一定の生産活動をしようと思うと，

様々な「商品関係」を通じてしか実現できない

ことがわかる。このように，商品関係が全面化

してしまい，一定の生産活動の成立が商品関係

に依存するようになると 社会システムが「あ

る特殊な因果的作用」を作動させることになる。

すなわち，あらゆる企業が商品関係を通じた経

営資源の獲得を強制させられるという条件は，

各企業が競争関係に置かれていることを意味し，

当該の企業は，投下されている投下資本を増

殖・蓄積することを目的化し，生産活動を手段

化させられてしまうという必要条件が課される

ことを意味する。いわば，資本制社会システム

における諸組織は，生産関係である商品関係の

全面化が強要する機能的諸関係によって結びつ

けられているのである16)。

16) ジョナサン・フリードマン「マルクス主義・構

造主義・俗流唯物論J(山崎カヲル編『マルクス
主義と経済人類学J柘植書房， 1980年所収)134 
頁を参照した。
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(2) I構造的支配」の作用形態

前項では，社会システムの抽象レベルに議論

を意図的に限定することで，現代における社会

システムの因果的作用を析出させた。本項では，

構造的支配が持つ「潜在的な力」が，企業にお

いてどのような形態で「具体的にj作用するの

かということに，議論を限定する。つまり，前

項で議論した商品関係の全面化に伴う社会シス

テムが持つ必要条件としての資本蓄積を前提に

しつつ，企業において，構造的支配がどのよう

に作用しているのかを吟味するために，商品諸

関係の総体をさらに具体化してみるわけである。

なお，人間主体の「潜在的な力」については次

節で説明される。決して無視しているわけでは

ないD

①商品諸関係総体と経営過程

ここで CRの立場の有効性が出てくる。 CR

の立場(第一の特徴)は，経営現象が起きる

「背後」に視点をずらして(リトロダクション)， 

実在的領域に着目するのであった。すなわち，

人間主体が持つ選択力・意思決定力という「潜

在的な力」は当然として，それを可能にさせる

ような「関係・構造」の因果的な作用にも「必

要条件」として着目するのである。

経営活動にとっての「先行する社会構造」と

はPhaselから Phase5までの各市場における

「競争・独占構造」であり，各社会構造をそれ

ぞれ独自なものにしているのが，各市場におけ

る具体的な「商品関係jである。労働対象・労

働手段・労働力の購入にしろ，労働生産物の販

売にしろ，一連の「経営過程Jを成り立たせる
ための資金調達にしろ，すべては「各市場の競

争・独占構造JI商品関係」の因果的作用を
「必要条件」として利用して構造化されるのあ

る17)口

17) 当たり前であるが，ここで、使っている「社会構

造」は， CRの説明筒所で使った意味であって，

一般的に使われる「実体化された (reified)構
造」ではない。すなわち，ここでの「社会構造J
は実在的領域での話であるし，人間主体を通じて，

その「効果・結果」を感知する以外ないし，因ノ

まず， Phaselにおける「貨幣商品」の調達

形態は，株式市場・債券市場・貸出市場・内部

資金等が考えられわけだが，調達する当該企業

とは別個に，各市場には様々な活動主体(具体

的に金融機関・株主・資金拠出者等)が競争関

係の中で存在する。すなわち，このような金融

市場における「先行する社会構造Jを必要条件
として，貨幣商品を「特定の商品関係」を通じ

て調達せざるを得ない。

次に， Phase2であるが，理論経済学が想定

するような完全情報を基礎にした契約などあり

得るはずもなく 18)，当該企業はある特定の競

争・独占構造を持つ購買市場という「先行する

社会構造Jを必要条件として，製造手段という
商品を「特定の商品関係jを通じて購買せざる

を得ない。

製造手段を購入しでも，それらが勝手に動い

て結合するわけでは当然ないわけだから，経営

資源が結合するのを具体的に担う人間主体を

「労働力商品」として調達し，組織化すること

で，売るための商品を製造しなければならな

い。こうして， Phase3として，労働市場の流

動性・労働者の意識・社会習慣・雇用慣行等の

「先行する社会構造Jを必要条件として，労働
力という商品を「特定の商品関係」を通じて，

調達せざるを得ないことがわかる。

さらに，製造された「商品jは販売できなけ

れば「商品」ではない。こうして， Phase4と

して，販売市場における競争・独占構造や消費

者の意識等という「先行する社会構造jを必要

条件として，製造した商品を「特定の商品関

係」を通じて販売する。

¥果関係としては IINUS条件jを満たしている。

詳しくは，拙稿「構造的支配権力パラダイムの

方法論的立場(1)Jr龍谷大学経営学論集』第44巻
第3号， 2004年を参照してほしい。

18) いわゆる「限定合理性Jをたとえ考慮したとし
ても事情は変わらない。ここで問題になっている

のは， Iどういう意味で」限定されているのかで
あり，その核心を述べなければ， I構造が内在化
させている因果的作用」の中身は消去され，方法

論的個人主義に陥らざるを得ないと思われる。
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最後に， Phase5であるが，株主の配当性

向・金融市場の競争状況・国家の政策等という

「先行する社会構造」を必要条件として， I特定
の商品関係」を通じて分配される。

以上のように，いわゆる各経営過程というの

は， I商品関係の全面化が強要する機能的関係」
によって生成し，結びつけられていることがわ

かる。

②「構造的支配」の形態変化

これまでの議論からわかったように， I商品
諸関係総体」の作用は，具体的には経営過程と

して表出し， Phaselから Phase5はそれぞれ

特定の市場構造と商品関係を通じて形成される

ことカ宝わかった。

拙稿19)において，構造的支配-権力パラダイ

ムにおける「構造的支配」概念は「生産諸関係

総体jと定義していたが，さらに具体的に述べ

れば，経営諸過程形成上，その背後にあって必

要条件としての作用する「特定市場諸構造(各

「社会構造J) の総体jを意味するわけである。

各「社会構造」は，当該の内在化させている特

定の商品関係(競争関係)が持つ「潜在的な

力」を保持しており，当該企業に「必要条件」

として作用する。

このように，経営過程が形成される上での商

品関係を考えた時，前稿で示した「社会構造」

の第一の特徴を満たしている。 CRでは社会構

造と人間主体との関係を考えるとき， I存在論

的隙間 (ontologicalhiatus) Jが想定されてお
り，あらかじめ時間的に「先行して形成されて

いる社会構造」が考察されるのであった。すな

わち，どのような企業でも，経営過程を形態形

成させる上で，多くの市場・競争構造における

商品関係を利用せざるを得ないわけだ、ったが，

まさにこれは， CRでいう「先行する社会構

造」に相当する。

さらに， CRでいう「社会構造」の第二の特

徴であった， I人間主体への依存性Jも満たし
ている。すなわち， I先行する社会構造」であ

19) 拙稿，前掲論文(2)75頁を参照せよ。

る市場・競争構造は直接的に企業に析出される

わけではない。ある特定の人間主体間の商品関

係を通じた商品交換を通じてしか析出しない。

いわゆる物象化の議論は，この第二の特徴であ

る「社会構造の主体依存性Jを表現したもので
あると言えるだろう。市場構造・商品関係とし

ての社会構造は直接的にそれ自体が実在性を表

出させるのではなく (perceptual criterion)， 

社会構造が持つ「因果的作用の効果/結果Jが

「人間主体」を通じて表出されることを感知す

ること (causalcriterion)によって，その実在

性を証明する。存在論的に実在的領域を設定す

ることで，人間主体の意思決定の中に，社会シ

ステムの因果的作用の効果・結果の表出を見る

ことができるようになるのである。「動力因」

として作用するわけではないが， I物質因Jと

して「潜在的な力Jを保持し，ある特定の人間主

体の「潜在的な力Jと合成されて「作用する力J
に形態変化し，当該企業に作用するわけである。

こうして，社会構造の「潜在的な力Jが「作
用する力Jに形態変化するには「人間主体jの
「潜在的な力」が必要となってくることがわか

る。経営諸過程を考えた時，多くの人間主体の

活動体系である「経営組織Jや「経営管理jと

は「潜在的な力」の「作用する力」への形態変

化を媒介する人間主体の諸活動の一つの契機で

あるといえる。

(3) 人間主体の作用形態;I所有JI意思決
定JIタイプ化された権力」概念の導入
ここまで， I構造的支配」の存在形態と作用

形態を見てきた。そして 「社会構造Jの「時
間的先行性Jと「主体依存性」という特徴を指
摘した。すなわち， I質料因 (materialcause) 

としての社会構造の因果的作用(潜在的な力)J

は時間的に先行するが 「動力因 (efficient

cause) としての人間主体の選択力・意思決定

力(潜在的な力)Jとの合成によって， I作用す
る力」として形態変化させられた状態でしか，

発現できないわけである20)。Phaselの資金調

20) いわゆる個別資本説のほとんどは「資本運ノ
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達過程から Phase5までのいわゆる経営諸過程 略的地位の占有者以外の「権力」行使を概念化

の生成・形態変形は 当該企業が置かれている できなかった。そして，両者の立場を拡大解釈

各「社会構造」としての各「市場構造jが持つ しても， 1なぜ，どういう根拠で当該の主体が
「潜在的な力jと当該企業に集まる人間主体の 当該の権力を行使できるのか」という共通の捕

「潜在的な力」とが合成することで形態変化し 捉できない重要な論点があった。これらは，

た「作用する力」の生成・変形形態なので 「事象的領域Jにおける「規則的連動性」とい
あった。

このように， 1構造的支配Jの持つ「潜在的
な力Jが形態変化していくメカニズムをより精

綴に解明するには，選択・意思決定する人間主

体の「潜在的な力」の絡み合いを具体的に概念

化しておかなければならないわけである。本節

ではそのための作業を，必要な媒介概念を提示

していきながら行う。

①「所有j概念の再考

既述した通り，既存パラダイムの「所有」概

念は，法パラダイムの場合であれば「所有権」

を，組織パラダイムの場合であれば「戦略的地

位の排他的占有」を意味した。筆者自身の行っ

た事例研究でも確認できたことであるが，法パ

ラダイムであれば，所有権者が「支配力jを行

使している時もあればそうでない時もあるとい

うものだ、ったし，組織パラダイムであれば，戦

¥動」を「構造的規定性」と捉え，それが貫徹して

いると考えているだろうが(それはそれで良いと

して)，その指摘だけでは，いわゆる構造主義的

な決定論 (determinism) に陥ってしまうか

(1資本運動が全てを支配する」という説明方式)， 
「組織や管理」を「資本運動という構造」とは違

う「技術的過程」や「使用価値過程」などと捉え

てしまい，従来の経営学となんら変わらない立場

に転化してしまう。問題は， 1構造」と「主体」
が「どういうメカニズム」で絡み合い，それを

「どういう媒介J概念で構成するかである。 CR
と構造的支配一権力パラダイムはその一つの試み

である。なお，個別資本説の学説においても，片

岡信之の「生産諸関係J説(片岡信之『経営経済
学の基礎理論』千倉書房， 1973年)は企業レベル

においても「生産諸関係」が存在することを認め，

従来の経営学説も包括できる視角を提起している。

そういう意味で，片岡説は大いに評価されるべき

であろうし，ここでのt比判は当てはまらないだろ
う。なお， CRを利用した個別資本説に関する学

説批判は今後の課題であると考えている。

う， ERの立場特有の限界なのであり，そのよ

うな概念構成であるからである。すなわち，

CRの立場で， 1実在的領域」を想定し，概念

構成すれば，限界点を乗り越えられると言える。

そこで，実在的領域で作動しているメカニズ

ムを把握できるように，所有概念も再構成され

なければならないわけであるが，これまでの

「所有論」に関する議論の到達点をみておくと，

人類学のプイヨン，社会学における吉田民人と

それを経営学に応用している片岡信之が有効で

あると言える。

まず，吉田は「ある個人もしくは集団的主体

がある客体に対して他の主体から制約されずに

自律的にある関係行為をなし得る関係J21)とし

て， (1可能態」としての)1所有jを定義し，

その「現実態Jとして「管理Jを定義したうえ
で，所有主体・所有対象・所有内容(意思決

定)という分析枠組みを提起している。従来の

非常に狭い意味での「所有」概念とは違い，包

括的で分析的枠組みとしても有効である。ただ，

企業における権力分析という観点からいうと，

彼の「所有」概念にある「自律的に」という指

摘をどのように解釈するかということが重要に

なる。すなわち，彼の所有概念では，企業にお

いて，ある所有対象が「どういう関係を通じ

てj結合するのかということが明確にならない

ために，所有主体の意思決定を通じて，所有対

象が時間的にも空間的にも連続的に結合すると

いうことの指摘だけに終わらざるを得ないわけ

である。但し，彼はあくまで社会理論としての

所有一般論を展開しているのであって，企業に

おける権力論の展開を意図しているわけではな

21) 吉田民人『主体性と所有構造の理論』東京大学

出版会， 1991年， 300頁から引用。
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いから，致し方ない側面がある。

次に，片岡は吉田の議論を基本的に認めつつ，

経営学研究に利用しようとする。すなわち，

「所有」を「人聞が外界の自然(再生産の諸条

件)に対して持つ占有・使用・処分といった包

括的支配(意思的支配=能動的獲得行為)J1特
定の社会形態のもとで，それを媒介にして自然

を獲得することであり，そのことで人が物に対

して自己の物として関係行為を持つことJ22)と

定義することで， 1所有」を「所有的所有」と

「管理的所有jとから構成されると重層的に捉

えている。「所有」概念の中に「管理J概念を
包括させることで，従来の所有論だけでなく，

経営(管理)学をも所有論として展開しようと

いうわけである。片岡の所有概念も法パラダイ

ムと組織パラダイムのそれを包括した定義に

なっている。さらに，所有(行為)=支配と

なっていることで， 1管理Jに「支配」という
側面があることを暗に示している。そういう意

味では，吉田よりも，権力関係が意識されてい

るが，十分な展開がなされているとは言えない。

すなわち，片岡の定義でいう「特定の社会形

態Jがどのような内容であるのかということが
重要となる。この点が明確にされていないこと

で，吉田同様，多くの所有行為が時空的に連続

的につながっているという指摘に悲冬わらざるを

得ないわけである。但し，片岡の場合も，あく

まで「所有論jを展開しているのであって，企

業における権力論を直接的に意図しているわけ

ではないから，致し方ないと言える。

吉田・片岡両者の所有論をプィヨンにまとめ

てもらうと， 1直接的生産者をさまざまな部署

に割り当て，生産手段への立ち入りを統制する

能力のなか，労働過程の統制と監督，生産物の

配分，流通，消費の社会的制御のなかで，領有

(1所有」を意味-坂本)は一つの過程として発

展してくる。所有を研究することは…(中略-

坂本)…生産，流通，消費といった社会的過程

22) 片岡信之『現代企業における所有と支配J白桃
書房， 1992年， 14頁から引用。

全体とそれに基づく社会関係J23)であると表現

できる。

いずれの論者も，従来の「所有」概念を拡大

させて， 1関係行為J1過程」と捉えている，既
存パラダイムの「所有」概念とここで掲げた 3

人のそれを比較すれば一目瞭然であるが，前者

は後者の一部を捉えたものであると評価できる

だろう。そういう意味で 既存パラダイムの所

有概念の有効点は取り込まれた概念構成になっ

ていると言える。

②「意思決定」概念の導入

①のように「所有」概念が再考されると，

様々な人間主体の選択力・意思決定力という

「潜在的な力Jが理論化されることになる。し

かし，このままでは，所有主体を通じた所有対

象がただ単に連続しているだけであった。

そこで， 1意思決定」概念として， 1認知情報

を指令情報に変換するプロセス」すなわち「現

状についての認知情報認知された現状につい

ての評価情報，現状において代替可能ないくつ

かの指令情報(行動しないという指令情報も含

めて)，各指令情報がもたらす結果についての

評価情報，そして何らかの決定ルールないし選

択原理を前提にして 一定の指令情報を選択す

るプロセスJ24)を採用することで，企業内のい

わゆる戦略的・管理的・業務的な人間主体の意

思決定だけでなく，企業外の人間主体の意思決

定をも取り込み，企業に関わる様々な人間主体

の「潜在的な力Jが捕捉できるようになる。
こうして，①で獲得された「所有行為J1過
程jがより明確に「分節化jされることになる

が，このままでは「所有」間・「意思決定j聞

の比重問題-既存パラダイム共通の限界ーを解

消できない。そこで， 1タイプ化された権力」

概念が導入される。

③「タイプ化された権力」概念の導入;権力の

23) プイヨン「生産様式の規定J(フランソワ・
プイヨン編(山内斑訳)r経済人類学の現在』法
政大学出版局， 1984年所収)101-102頁から引用。
24) 吉田民人『情報と自己組織性の理論J東京大学
出版会， 1990年， 121頁から引用。
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重層的決定関係

前稿で述べたように， CRにおいては「構造

と主体jとの関係を TMSAモデルとして提示

していた。そして，社会構造が INUS条件25)

を満たしていることが，このモデルの核心部分

であるといえるだろう口構造的支配-権力パラ

ダイムでは多くの市場・独占構造と商品関係が

「杜会構造jに相当するわけだが，それは人間

主体にどのように作用しているのだろうか。ま

た，その作用形態を解明するにはどのような媒

介概念を導入しなければならないだろうか。

「社会構造」は自発的に作動するわけではな

く， I人間主体」を通じて，自らの保有する

「潜在的なカ」を作用させるのと同様， I人間主

体」は「先行する社会構造」を必要条件として

利用して，活動・行為し，自らの保有する「潜

在的な力」を作動させる。すなわち，人間主体

の具体的行為の中に「社会構造」が実現してい

るわけである。

企業における権力構造を考える上では，具体

的にどうなのかといえば，これまでの「社会構

造」の総体である「構造的支配」概念と人間主

体に相当するであろう「所有jI意志決定」概

念とを考えたとき，ここで掲げる「タイプ化さ

れた権力」概念を導入することが必要になる。

以下のような「タイプ化された権力」概念を導

入することで，分節化された所有行為を構成す

る意思決定聞に「比重」があることが解明され

るからである。

「タイプ化された権力」概念は， Weberの

有名な「社会的行為において，一人の人間，あ

るいは多数の人々がその行為に参加している他

者の抵抗を押し切ってまでも自分自身の意志を

実現できる見込みj26)という「権力」の一般的

25) i因果的作用を保持する」とは，その存在自体
が力を保持している場合だけでなく， iある特定
の社会事象の生成・出現にとっては十分条件と

なっているような諸条件うち，必要条件の部分J
も含まれる。前稿の最後を参照してほしい。

26) マックス・ウェーパー(清水幾多郎訳)r社会
学の根本概念J岩波文庫， 1972年， 86頁から引用。

定義を， Murphyが洗練化させ，展開してい

る， I命令権力 (powerto command) :所与の

特定の内容を備えた命令が，所与の人々によっ

て遵守される可能性jI制約権力 (powerto 

constrain) :他者に行為を直接命令することな

しに，自らの利益を追求することによって他者

の行為を制約することができる，ある単位が持

つ能力jI収益権力 (powerto profit from) : 

自らの目標を実現するために他者の自律的な行

為から利益を得ることができる，ある単位が持

つ能力j27)を利用し，以下のように定義する。

司令的支配権力

当該企業における資本蓄積(構造的支配)

が達成されるよう，直接的に発せられる，

ある単位が持つ能力

制約的支配権力

司令的支配権力が行使される前になされる

意思決定における認知情報に介入すること

で，行使される命令情報の選択可能性を制

約する，ある単位が持つ能力

収益的支配権力

直接的に介入せず，自律的になされる司令

的支配権力の行使の結果から，収益を獲得

することができる，ある単位が持つ能力

ここで定義された内容を見てもらえばわかる

が， Weberや Murphyと違い， Iタイプ化され

た権力」概念には「構造的支配j概念が加味さ

れている。すなわち， I人間主体」に対して，

質料因として作用している「社会構造」が加味

された上での権力概念となっていることが読み

取れる28)。

27) Raymond Murphy， SociaZ closure:・thetheory of 

monoρolization and exclusion， Oxford University 

Press， 1988， pp. 135-136. (辰巳伸知訳『社会的
閉鎖の理論:独占と排除の動態的構造』新曜杜，

1994年， 178-179頁)を利用している。

28) Murphyは「社会的閉鎖 (socialclosure) Jを
中心概念として社会一般理論を展開しようとして

いる。したがって，あくまで一般理論としての権

力概念を考察しており，そのまま何の媒介もなし

に「企業における支配権力jに適用することがで
きないことは言うまでもない。構造的支配-権ノ
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こうして， 1タイプ化された権力」概念まで

たどり着くことではじめて，既存パラダイムの

有効点を取り込みつつ，限界点を乗り越えるパ

ラダイムを提示することができる。

(4) 構造的支配-権力パラダイムにおける

「所有と支配」

以上までの議論を前提に，構造的支配-権力

パラダイムにおける「所有と支配」を提示して

おく。

具体的にパラダイムをまとめる前に，ここで，

前稿で提示した CRのTMSAモデルにおける

「力の形態変化」をおさらいしておくと以下の

ようになる。すなわち，先行する社会構造が内

在化させている「潜在的な力 (possessed

power) Jが，人間主体の具体的「選択・意思
決定という潜在的な力 (possessedpower) Jを
通じて重なり合い， 1作用する力 (exercised
power) Jへ形態変化する。そして，その他の
「社会構造と人間主体」による「作用する力

(exercised power) Jとの重層的な絡み合いを
通じて，さらに， 1現実化した力 (actualized

powers) Jへと形態変化し，ある社会的事象を
生み出す。今度はこの「現実化した力」が，時

間的に次期の「社会構造と人間主体」の「潜在

的な力」に作用し，次の循環が起きるのであっ

fこ29)。

このような「力の形態変化」過程は，企業に

おける経営過程の形態形成過程に当てはまる。

企業に関して考えると，人間主体が自らの「潜

在的な力」を発揮するための必要条件となる

「先行する社会構造」のすべてに商品関係が浸

透している。このことは，端的に言えば，全生

産活動のあらゆる局面が商品化しているという

ことになり， 1商品関係の全面化」は各経営過

程の背後で作動する市場において，基本的には

¥力概念の場合， I構造的支配」概念が加味されて
いるおり， Murphyとは違う意味で「権力」概念
を使用している。
29) 拙稿「構造的支配一権力パラダイムの方法論的
立場(l)J龍谷大学経営学論集第44巻第3号， 2004 
年の第2図を参照してほしい。

競争関係が支配的な条件になっているというこ

とをも意味する。商品関係の全面化は競争関係

の全面化を生み出し，各市場における活動主体

(この場合は，企業)に「資本蓄積」を必要条

件にさせることになる。こうして，ある競争構

造が持つ「潜在的な力」が，必要条件としての

資本蓄積を前提としつつ当該企業の人間主体の

選択力・意思決定力という「潜在的な力」と結

合し， 1作用する力」へ形態変形 (1経営過程J)
する。そして，他の「作用する力」との重層的

な絡み合いを経て (1組織現象J)，さらに「現

実化した力Jに形態変形する (1タイプ化され
た権力の絡み合いJ)。これがある特定時点にお

ける「事象としての経営活動jなのである。こ

の「現実化した力」が，次期の「社会構造」と

「人間主体jの「潜在的な力」に作用し，新た

な時期の循環が生まれるわけである。

まとめると，まず， 1構造的支配J概念を考
えることで「実在的領域」が設定され，人間主

体に「依存」しつつ「必要条件Jとして作用す
ることが解明される。そして次に， 1構造的支

配」を前提としつつ，人間主体の「潜在的な

力」は作用するのであり，その具体的な作用メ

カニズムは，既存パラダイムとは違う「所有

(行為)J1意思決定J1タイプ化された権力j概
念を利用することで解明されるのである。

おわりに

構造的支配-権力パラダイムにおける「構造

的支配」は CRのTMSAモデルの「社会構

造」の総体に相当し， 1所有(行為)J1意思決

定J1タイプ化された権力」は「人間主体」に
相当する。構造的支配-権力パラダイムは，

TMSAモデルにおける要である「時間性」と

IINUS条件Jも満たしている。前稿で提示し
たCRのTMSAモデルにおける「力の形態変
化」は，企業においては， 1構造的支配Jの因
果的作用が， 1所有行為J1意思決定J1タイプ
化された権力Jとして人間主体が持つ因果的作
用と絡み合いながら，権力の重層的決定関係と

して表出するわけである。既存パラダイムにお
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ける「所有権という事象」や「戦略的地位とい (su bstanti ve) 研究領域を扱ったわけだが，

う事象」は，人間主体が持つ因果的作用に関す 企業支配論という研究領域の性格上，企業とい

る分析なのであり，それぞれパラダイムの良質 う存在をどのように原理的に把握するのかとい

な部分は「所有行為JI意思決定J概念として う課題と密接に関係していた。例えば，本稿で

構造的支配-権力パラダイムに取り込まれてい 扱ったような経営過程の形態形成過程を考えれ

るし，両パラダイムに共通する限界点は「構造

的支配J概念の設定と，それを加味した「タイ
プ化された権力J概念の導入で乗り越えられて
しヨる。

前稿の「はじめに」で触れたように，前稿と

本稿で、行ったような方法論的立場に関する分析

は，それ自体として何か実質的な研究においで

ある特定の結論を導き出すために行われるもの

ではない。 CRが発生した背景を考慮してもそ

のことが言える。すなわち，既存経済学の，あ

まりに演鐸主義的な方法論への偏りとそれだけ

が科学性を担保するものであるという「偏愛J
が，それとは方法論的立場が違う(存在論

的前提が違う)異端的経済学を生み出して

いる。 CRはそれら異端的理論を基礎付ける

(under labouring) ものであると言えるだろ

う30)。

このようなことは経営学でも言える。前稿と

本稿においては，企業支配論というある特定の

30) 詳しくは， Paul Lewis(ed)， Transforming Eco-

nomics， Routledge， 2004における一連の異端派

(heterodox)論文と CRとの関係を参照せよ。

ば，そのことが明確にわかるだろう。

「事象としての経営活動」は，世界大で広が

る多くの「市場構造」と「人間主体」との諸力

の合成的結果なのであって， I経営組織」ゃ

「経営管理Jとは，上記の「力の形態変形過程」
のー契機と捉えられる。 CRの立場でいう「社

会構造」とその因果的作用に関する観点がなけ

れば， I組織JI管理」現象を人間主体の「潜在
的な力」にのみに還元してしまう 31)。単に方法

論だけを議論すると 人間主体に還元すること

による実質的な研究内容への影響を明示しにく

いが，実質的な研究を行うとそれが露呈する。

そういう意味で， CRの立場を利用した経営学

研究は， I構造」にも「主体Jにも還元せず，
そして，折衷でもない， I力の形態変形過程」

として，統合した理論を構築できる可能性を秘

めていると言えるだろう。

(受理 2004年12月17日)

31) 現代組織論はオープンシステムを前提にし，組

織が「先行するコンテインジ、エントな環境」へ適

応し，新たに「環境創造jする側面を取り込んで

いる。しかし，企業組織を考えた時， I先行する
コンテインジェントな環境」とは「ある特定の商

品関係を内在させた市場・競争・独占構造」なの

であり，そういう「環境の質」を問題にしない限

り，主意主義的傾向を色濃く残したものにならざ

るをえないだろう。


